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                                         2023年１月 30日 

各      位 
 

会 社 名   ア ミ タ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

代 表 者   代 表 取 締 役 会 長 兼 C E O  熊 野 英 介 

（ コ ー ド 番 号 ： 2 1 9 5  東 証 グ ロ ー ス ） 

問 合 せ 先 責 任 者      取 締 役  唐 鎌 真 一 

Ｔ Ｅ Ｌ     （ 0 3 ） 5 2 9 6 - 9 3 7 1 （ 代 表 ） 

 

 

BELLグループとの互助共助社会の実現に向けた 

防災に関する「戦略的パートナーシップ基本合意契約書」の締結に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日 2023年１月 30日付で BELLグループのベル・ホールディングス株式会社並びにベル・デー

タ株式会社（以下 BELLグループ）と互助共助社会の実現に向けた防災に関する「戦略的パートナーシッ

プ基本合意契約書」（以下 本合意）を締結することを業務執行機関決定し、本合意を締結しましたので、

下記の通りお知らせいたします。３社は本合意に基づき、当社が展開する互助共助コミュニティ型の資源

回収ステーションであるMEGURU STATION®のネットワークと、BELLグループが提供する防災備蓄管理プラ

ットフォーム BxLink（ビーリンク）及び備蓄最適化サービスを連携させることで、地域の安心・安全を高

める事業創出の検討を進めます。 

 

記 

 

１．本合意の目的 

人口減少、少子高齢化、社会保障費の増大といった社会問題や、気候変動、地下資源の枯渇といった地球環

境問題が深刻化する中、持続可能な社会づくりの必要性が高まっています。そのような状況の中、災害対策の

市場は世界的にも継続して成長しており、災害対策システムの世界市場は、2030 年には 2981 億米ドルに達す

る予測という調査報告もされています※１。 

当社グループは、「循環」と「関係性」をキーワードに互助共助の社会システムを創造する「エコシステム社

会構想 2030（以下 2030ビジョン）」を昨年 11月に発表しました。2030ビジョンにおいて、資源の持ち込みを

きっかけに地域内の"資源循環"と"住民同士の交流"を生みだすMEGURU STATION®※２の展開及びネットワーク化

は、重要戦略に位置づけられております。 

BELL グループは、「技術探険と共創で、社会に安心を届ける」をパーパスとして掲げ、災害対策などの地域

の社会課題解決に取り組んでいます。この取組みは、経済産業省「地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進

事業補助金」をはじめ、様々な省庁で先進事例として取り上げられています。防災備蓄プラットフォーム BxLink

（ビーリンク）※３は、自治体同士の広域連携や官民連携を促し、防災備蓄という”モノ”の最適化を促進して

きました。今後は地域コミュニティに属する人々の共助の精神を「広義の備蓄」として蓄積し、地域の防災コ

ミュニティを強化していくことを重要戦略と位置づけています。 

両グループは官民連携領域における互いのサービス・ネットワークを連携させることで、展開を促進し、地

域の安心・安全を高める事業を創出する考えで一致しました。 
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※１ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000016.000091008.html 

※２ MEGURU STATION®に関する詳しい内容はこちら 

※３ BxLinkに関する詳しい内容はこちら 

 

２．本合意を通じた取り組み内容 

 当社グループが 2030ビジョンで掲げる「MEGURU STATION®を 2030年までに全国 5万か所設置」を目標とし、

地域の安心・安全に資する事業創出のため、BELLグループとの連携を強化し、主に以下内容の検討を行います。 

⚫ 自治体の備蓄管理システムと防災備蓄プラットフォーム「BxLink」のデータ連携による官民の垣根を超え

た横連携促進 

⚫ 両グループのネットワークを利用した平時の備蓄計画や在庫管理の最適化 

⚫ MEGURU STATION®を利用する住民属性や消費情報を活用した最適な防災備蓄品の流通在庫化 

 

＜連携のイメージ＞ 

 

 

３．本合意締結先の概要 

 ベル・ホールディングス株式会社 

(1) 名称 ベル・ホールディングス株式会社 

(2) 所在地 東京都新宿区西新宿２-１-１ 新宿三井ビル 49階 

(3) 代表者の役職・氏名 

会長        小野寺 洋 

代表取締役社長   中西 洋彰 

代表取締役副社長  佐藤 進 

(4) 事業内容 グループの経営戦略策定及び経営管理 

(5) 資本金 1,000万円 

(6) 設立年月日 2010年２月 24日 

 

 

 

  

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000016.000091008.html
https://www.aise.jp/service/station.html
https://www.bell-group.jp/service/prevention/bxlink.html
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 ベル・データ株式会社 

(1) 名称 ベル・データ株式会社 

(2) 所在地 東京都新宿区西新宿２-１-１ 新宿三井ビル 49階 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  鈴木 明一 

(4) 事業内容 

インフラストラクチャー インテグレーター事業 

システムインテグレーター事業 

クラウド・アウトソーシング事業 

情報提供サービス 

(5) 資本金 3,000万円 

(6) 設立年月日 1991年 7月 10日 

(7) 大株主及び持株比率 ベル・ホールディングス株式会社 100% 

 

 

４．日程 

2023年１月 30日（月） 業務執行機関決定 

2023年１月 30日（月） 基本合意契約書締結 

 

 

５．今後の見通し 

本合意が当社の業績に与える影響は軽微です。 

 

 

以上 

 


